


















































































































































































































































































































































































































































月時点では、女性従業員 51名中、嘱託は 31名に上った。なお、名古屋放送における 72
年 3月までの時点で、女性の平均勤続年数は 3年強、平均退職年齢は 24歳弱であり、設
















































































































数に含むかどうかの記載はないが、その推移をたどれば、1951年 6.4％→ 70年 4.1％（最















東北電力： 女子給仕制（常用員）人員約 223名、中卒、満 20才到達までの年令制限  
パンチャー、オペレーターは別会社で運営


























が「社員外」に位置づけられ、1960年 3月末時点（169名）から 75年 3月末（9名）ま































































































69）　「三井造船仮処分申請事件」昭和 46年 12月 10日判決、大阪地裁、『事件資料集成 2』第 1巻、
293─307頁。なお、三井造船は、1917（大正 6）年に 55歳定年を定めている（日本経営者団体連盟
『定年制度の研究』1959年、2頁）。
70）　組合二十五年史編纂委員会編『組合二十五年史─四半世紀のあしあと』1974年、三井造船労働組
合、361─363頁。
71）　前掲、判決文。
72）　前掲『組合二十五年史』361頁。
73）　前掲、判決文。
74）　前掲『組合二十五年史』361頁、判決文。
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社側は「制度を緩和し、必要な場合には選考のうえ再雇用する」ことを認めて、61年の
「覚書」が改訂された。「結婚退職後再雇用制度」の新設（ただし、看護婦は雇用延長）と
ともに、「特別退職金の増額」および「昇給制限年令引き上げ（30才）」も含む75）。翌 64
年の労働協約交渉においても、労働組合は「女子の結婚退職制の廃止」の要求項目を掲げ
たが、これを除いて「概ね要求内容が満たされた」76）という状況であって、64年、65年に
おいては 63年の「覚書」がそのまま更新された。
　1966年改訂の「覚書」は、「看護婦・交換手」についての「結婚後勤務延長」制度の新
設、および「事務補助等」に関する雇用延長制度の新設、25歳以降の結婚退職の場合で
も、減額された「特別退職金」を支給するという条件緩和である。さらに 68年、これま
での「女子組合員の取扱いに関する覚書」は「女子組合員の取扱いに関する協定」と改め
られ、同年 3月 1日以降に入社した者全員を勤務延長制度の対象とした。なお、『組合二
十五年史』には記述がみられないが、判決文によれば、68年「協定」には「第一子出産
（出産準備を含む）の場合は雇用延長を打ち切るものとする」旨の規定がすでに含まれて
いた。
　判決文では、1966年「覚書」および 68年「協定」までの言及にとどまるが、「協定」
改訂はまだまだ続く。69年「協定」改訂では、組合側にいわせれば「結婚退職の実質的
廃止と特別退職金増額」に至った。すなわち、「結婚する場合は、能力査定を行ない、（退
職する場合を除き）常用として勤務を延長する」が、「看護婦および交換手を除き第一子
出産退職」とされた。71年「協定」改訂においては、「特別退職金」が増額され、「出産
退職」の除外対象が拡大（プログラマー、パンチャー、およびタイピスト）された77）。
　このように小幅な改訂を繰り返してきた「女子組合員の取扱いに関する協定」は、1972
年の改訂によって、いっそう複雑さを増す。①「第二子出産退職制」を定め、特別退職金
を増額するとともに、② 1964年「1月 1日以降常用従業員となった女子組合員について、
雇用を継続しがたい事情が発生したとき退職するものとする」一方、③「退職者につい
て、一定期間経過後の優先的再雇用制度」を設けた。②の退職要件は、次の（a）～（c）
である78）。
（a）結婚または結婚準備のため、本人の申し出により会社が認めた場合。
（b）結婚後勤務成績または勤務態度が著しく低下したと認められる者。
（c） 第三子を出産した場合（ただし、看護婦、准看護婦、電話交換手、プログラマ
75）　同上、362頁（なお、「昇給制限年金引き上げ」の「年金」は「年令」の誤植と判断した）。
76）　同上、174頁。
77）　前掲『組合二十五年史』362頁。
78）　同上、362─363頁。
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ー、パンチャー、タイピスト及び執務三級以上の者を除く）。
　1973年改訂は「特別退職金」の増額のみが記されるが、『組合二十五年史』の 74年に
ついての項は「労働協約改訂なる／女子協定一歩前進─全面廃止のあしがかりをつけ妥
協」とうたい、次のように記す79）。
昨年、秋季闘争の柱の一つとして要求した労働協約は、年内解決、更改を目標に精力的な交渉
を展開してきた。／しかし、交渉は難航、特に「女子組合員の取扱いに関する協定」の全面廃
止と「定年延長」要求の組合主張と、これに応じられないとする会社主張が鋭く対立した。組
合としては、本年、是が非でもこの「女子協定」の全面廃止を実現させるべく、全勢力を傾注
していた。年末もおしつまった十二月（中略）やむなく協約の有効期間を二か月間、自動延長
を行ない、組合要求の貫徹を目指して粘り強く交渉を続行することとした。／年明けとともに、
（中略）再度、精力的に交渉を推進した。／その結果、「女子組合員の取扱いに関する協定」は、
組合要求を全面的に認めさせることはできなかったものの、昭和四十九（1974─引用者）年
四月一日以降採用の女子組合員は、この協定の適用を除外するとともに、女子の特別退職金に
ついては、その半額を支給させるという、全面廃止の足がかりをつけた。
　この時の労使の対立点は、「女子協定」の廃止と「定年制延長」であり、後者に関して
は、すでに 1969年に実現した 58才定年制について、60才までの「再雇用制度」が実現
する。55才の定年年齢を引き上げる組合要求は 61年に始まり、労働協約改訂交渉のたび
に大きな争点となっていたのである80）。しかし、前述の通り、労働組合は少なくとも 63
年、64年には、結婚退職制の廃止を労働協約の改訂要求に掲げてはいたものの、その 10
年後、74年の交渉に際して、「女子協定」の廃止に拘った理由は不可解である。『組合二
十五年史』にも 71年判決への言及はなく、裁判が直接影響したようにも見えない。むし
ろ、ここまでの「覚書」「女子協定」の頻繁かつ小刻みな改訂内容と合わせてみれば、会
社側による性別定年制への強い執着が読み取れるのである。
　以上、『組合二十五年史』の「女子従業員取扱の推移」を中心に、判決文も参照して、
三井造船における女性をめぐる退職制度を概観した。戦時中に増えた女性従業員が辞めな
いことから、まずは女性の非正規化のみならず 25才定年と結婚退職、次いで常用化はす
るものの結婚退職、さらに出産退職、それも第一子、次いで第二子と、女性排除に手立て
を尽くす。頻繁かつ小刻みな変更の背景には、判決文も指摘するとおり、当時の労働力不
足がうかがわれ、きわめて便宜的な会社の対応であった。それでも、裁判当時「主たる業
務は男子従業員に、事務補助業務は女子従業員にそれぞれ担当」させており、「主たる業
務は一般的に女子従業員の性格、能力からして不向き」と、会社側は強調するのである。
79）　同上、360頁。
80）　同上、212─216頁。
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　従業員および労働組合員の構成として男性が圧倒的多数を占める大企業におけるこの事
例の場合、女子従業員についての傭員制度を廃止して常用化されたのは、労働組合の働き
かけによることが確認できるとはいえ、女性の結婚退職は当然視されていたといえよう。
　なお、三井造船事件は、申請人の女性の結婚に伴う結婚退職後の処遇とともに、出産後
の雇用契約も争われた。判決文は出産退職制にも言及して、これを会社側の「脱法行為」
と判示したため、出産退職制に関する最初の判決としての意義も有する81）。
　ついでながら、1945年に設立された自動車部品製造のボッシュ社（株式会社）につい
て、詳細は不明だが、創業から 70年代までの労使協定による性別定年制の導入と廃止の
時期が確認できる。労働組合の結成（45年）後、58年に結婚退職協定が締結された。そ
の 10年後の 68年に結婚退職協定は廃止されたものの、今度は女性の若年定年（40歳）
に関する協定が結ばれた。男女一律の 55歳定年に至るのは 72年のことであった82）。
　住友セメントが結婚退職と若年定年（35歳）を同時に導入したのに対して、ボッシュ
社では、結婚退職の導入が先行し、その後、これを廃止する代わりに若年定年（40歳）
を入れた。1960年代の労働力不足を反映してか、若年定年の年齢がやや上がるとともに、
一律定年制への移行年数が比較的短く、労働省婦人少年局による「若年定年、結婚退職制
等改善計画」の策定（1977年）よりもかなり早い。
むすび
　本稿では、入手可能な情報の質量に依存して事例を選択せざるをえず、必ずしも“典
型”として取り上げたわけではない以上、ここから安易な結論を導き出すことは控えなけ
ればならない。それでも、1950年代から 60年代を中心とする時期における性別定年制の
特徴やあり様を検討するいくつかの手がかりを見出すことは許されるだろう。
　第一に、電力、セメント、造船など、むしろ女性比率が低い基幹産業の大企業におい
て、性別定年制をめぐる紛争や裁判が起きている。しかも、そうした大企業であるからこ
そ、（企業別）労働組合との労働協約に性別定年制が盛り込まれ、十分とはいえないまで
も、これをめぐる労使の動静が時として書き残されることにもなった。しかも、いくつか
の事例は、第二次世界大戦後 1950年代初頭までの大きな労働争議を経て、再出発せざる
をえなかった企業別組合との間に労使協定が定着していく過程とも重なる。それらは専ら
81）　前掲、赤松編『解説・女子労働判例』12─13頁。なお、社史（三井造船株式会社 50年史編纂委員
会編『三井造船株式会社 50年史』1968年、三井造船）は、1949年争議が「第二組合の結成により
終止符」をうったこと（105─107頁）、1954年以降、「労働協約の締結と労使信頼・協力関係」が築
かれたことなどが記載され（134─135頁）、また、非労務者と労務者を区分した「従業員数の推移」
（281頁）を含む「人事」の章が設けられているが、本稿が参照できる情報は得られなかった。
82）　亀井毅「男女間賃金格差解消への取り組み」『労働調査』2010年 2月号、49頁。
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男性を対象とする人事管理の整備を内容とするだけに、そこから女性を排除する性別雇用
管理の徹底として性別定年制が導入されていく事例が目立つのである。女性比率の違いが
性別定年制のあり様をどのように規定するのかは判然としないが、女性比率の低いからと
いって、性別定年制と無縁ではないことは確認できよう。
　第二に、女性を非正規雇用化するだけにとどまらず、さらに結婚退職制および若年退職
制を組み合わせて導入を図る事例がいくつもみられる。また、若年退職制を維持したまま
の短期間再雇用、あるいは、結婚退職制を廃止しても、新たに若年定年制あるいは出産退
職制を導入するなど、会社側の性別定年制への固執は著しい。退職金割増を認めるのも、
女性の辞職を促すためであることはいうまでもない。自発的に結婚退職する女性もかなり
多く、そうした女性たちにとって、退職金割増が望まれたという事実にも留意すべきだ
が、同時に、結婚・若年退職制や結婚退職の退職金優遇は、ある年齢までに結婚するよう
女性たちに迫る“社会的圧力”として働いたことも忘れてはならない。
　第三に、女性の仕事とされる「看護婦」・電話交換手、あるいは、タイピスト、パンチ
ャー、オペレーターの処遇については、会社側の“苦心”も垣間見られる。女性の採用や
増員の必要があるにもかかわらず、非正規雇用として切り離しても、なお、結婚・若年退
職制を併用したり、逆に性別定年制の適用除外対象にすることで要員確保を図ったりす
る。特にパンチャーやオペレーターについては、女性労働力の短期回転による新陳代謝が
意図されており、次第に社会問題化する腱鞘炎などの労災逃れにも繋がる疑いも色濃い。
いずれも、女性の仕事として固定させつつ、できうるかぎり長期雇用を回避する様々な方
策が編み出されてきたといってよい。
　このように、きわめて限られた事例の検討ながら、企業動向の集計によっては隠れてし
まう性別定年制の実態をいささかなりとも明らかにできたとすれば、本稿の目的はそれな
りに達せられたことになろう。
